
経営法友会 2023 年度研修会開催のご案内 

基礎強化講座〔会社法〕 
WELCOME 

本講座のねらい 
本講座では、会社法を体系的に学ぶ必要を感じている法務担当者を対象として、実務対応にあたって特に理
解しておくべき会社法及び法務省令の内容を改めて概観し、条文の構造や主要な裁判例も含め、実務の根拠
についてわかりやすく解説します。 

SUMMARY 
対 象 者 会社法の実務の基本を習得したい方 
講義形式 本講座は、公開収録の上、後日配信を行います。 
収録日程 第１講：2023年12月18日（月）10時～12時 

第２講：2024月１月12日（金）14時～17時30分（休憩含む） 
第３講：2024年１月17日（水）14時～17時30分（休憩含む） 
第４講：2024年１月22日（月）10時～12時 

会  場 （株）商事法務 会議室（東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント３階） 
配信期間 １月12日（金）～３月29日（金）（各講2-３時間程度、計10時間程度、順次配信開始予定） 
募集期限 ３月22日（金） 
受 講 料 １名につき44,000円（税込） 
請 求 書 3月中旬にメールにてご案内予定（支払期限：５月末） 
ｷｬﾝｾﾙﾎﾟﾘｼｰ 配信開始日の前営業日14時以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 
   なお、公開収録にご参加された方について、収録後のキャンセルはお受けできません。 

NOTES 
申込上の注意 
お申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 
詳細は、当会HP「HP利用方法」をご参照ください。 

動画視聴テストのお願い 
必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 
＊テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 
受講方法（視聴先/資料のダウンロード先） 
個人アカウントでログインした後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資
料のダウンロードが可能です。なお、資料ダウンロードは視聴期間内に限られますのでご注意ください。 

 

 

＜基礎強化講座受講者 合同受講者交流会＞※任意参加 
対象講座：基礎強化講座〔会社法〕〔５つの実務法令〕〔英文契約〕〔独占禁止法〕〔債権管理の基本と実務〕〔組織再編〕 
開催日程：2024年２月20日（火）17時～18時30分 
開催方法：（株）商事法務 会議室（東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント３階） 
＊関西での合同受講者交流会についても2024年３月に開催予定です。 
 

【お問い合わせ先】㈱商事法務 教育事業部 

E-mail：law-school＠shojihomu.co.jp／TEL：03-6262-6761 
※本講座は運営を（株）商事法務に委託しています。受講にあたっての詳細や請求書等のご案内は、同社から連絡いたします。 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest


 
 

CONTENTS 

第１講 総論 
１ 会社法とは 
２ 会社に関する基本的概念 
３ 株式会社（取締役会設置会社）の機関に関する基本的概念とコーポレートガバナンス

第２講 役員・取締役会 

１ 取締役・監査役と従業員との違い 
２ 取締役会 
３ 取締役の義務 
４ 取締役の責任 

第３講 株主総会 

１ 招集  
２ 当日の運営とその準備  
３ 株主総会運営の実務ポイント  
４ 決議事項と報告事項 
５ 決議  
６ 書面決議・書面報告  
７ 株主総会議事録 

第４講 会社法関係法令等の条文構造、その他 

１ 会社法関連法令等の条文構造 
２ その他 

 

 

講師 弁護士 角田大憲氏 略歴 

 1991年 3月 東京大学法学部卒業 

 1994年 4月 最高裁判所司法研修所修了（46期）・弁護士登録（東京弁護士会） 

 1994年 4月 森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律事務所）所属 

 2003年 3月 中村・角田・松本法律事務所参画、パートナー 

 2009年～2012年 新司法試験考査委員及び司法試験予備試験考査委員（いずれも商法） 

 2023年４月 角田大憲法律事務所 開設 

 
取扱案件：会社法、コーポレートガバナンス、訴訟・紛争 

著 書：『株主総会ハンドブック』（共著・商事法務）、『会社法という地図の読み方 株式・新株予約権編』（商事法務）、 

   『会社法という地図の読み方 機関・計算・組織再編 編』（商事法務）、 

   『論点体系 会社法 2 株式会社Ⅱ』（共著・第一法規）、『金商法という地図の読み方』（商事法務）、 

   『コーポレートガバナンスハンドブック』（共著・商事法務） ほか 


